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１ 事後評価のプロセス

（１）「事後評価の方法」の実行の有無

事後評価の実施にあたって、都道府県計画に記載した「事後評価の方法」に記載した

事項について、記載どおりの手続きを行ったかどうかを記載。

《Ｈ２６年度》

□ 行った

☑ 行わなかった

平成２６年度実施の補助事業の多くは、平成２７年４～５月の間に、事業から

実績報告の提出を受け、補助金額の確定事務を行うことから、今後、早期に、北

海道計画に基づき、北海道総合保健医療協議会地域医療専門委員会に所定の手続

きを行うものである。

《Ｈ２７年度》

☑ 行った

平成２８年８月３０日開催の北海道総合保健医療協議会地域医療専門委員会に

おいて評価を行い、今後の各事業の方向性等について協議を行った。

□ 行わなかった

《Ｈ２８年度》

☑ 行った

平成２９年８月３０日開催の北海道総合保健医療協議会地域医療専門委員会に

おいて評価を行い、今後の各事業の方向性等について協議を行った。

□ 行わなかった

《Ｈ２９年度》

☑ 行った

平成３０年９月３日開催の北海道総合保健医療協議会地域医療専門委員会に

おいて評価を行い、今後の各事業の方向性等について協議を行った。

□ 行わなかった

《Ｈ３０年度》

☑ 行った

令和元年９月５日開催の北海道総合保健医療協議会地域医療専門委員会におい

て評価を行い、今後の各事業の方向性等について協議を行った。

□ 行わなかった

《Ｒ元年度》

☑ 行った

令和２年９月１５日開催の北海道総合保健医療協議会地域医療専門委員会にお

いて評価を行い、今後の各事業の方向性等について協議を行った。

□ 行わなかった

《Ｒ２年度》

☑ 行った

令和３年１０月２０日開催の北海道総合保健医療協議会地域医療専門委員会に
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おいて評価を行い、今後の各事業の方向性等について協議を行った。

□ 行わなかった

《Ｒ３年度》

☑ 行った

令和４年１０月１３日開催の北海道総合保健医療協議会地域医療専門委員会に

おいて評価を行い、今後の各事業の方向性等について協議を行った。

□ 行わなかった

（２）審議会等で指摘された主な内容

事後評価の方法に記載した審議会等の意見を聞いた際に指摘された主な内容を記載す

るとともに、内容の末尾に審議会等名とその開催日時を記載すること。なお、主な内容

については、審議会等の議事概要の添付も可とする。

２ 目標の達成状況

平成２６年度北海道計画に規定する目標及び平成２６年度から令和３年度終了時にお

ける目標の達成状況については、次のとおりです。

■北海道全体（目標）
平成２５年３月に策定した「北海道医療計画［改定版］」では、本道においては、

患者数が多く、かつ死因の上位を占めるなどの理由から、がん、脳卒中、急性心筋

梗塞、糖尿病の４つの生活習慣病に、近年患者数が急増しており住民に広く関わる

疾患である精神疾患を加えた５疾病と、地域医療の確保において重要な課題となっ

ている５事業（救急医療、災害医療、へき地医療、周産期医療、小児医療（小児救

急を含む））に、超高齢社会を迎え多くの道民が自宅など住み慣れた環境での療養を

望んでいることから、在宅医療を加え、５疾病・５事業及び在宅医療それぞれの医

療連携体制の構築を図ることとしています。

また、疾病・事業ごとの「良質かつ適切な医療を効率的、継続的に提供する体制」

の確保に向けて、定量的な比較評価が行えるよう、次のとおり目標を定めており、

本計画による基金も活用しながら、これらの達成を目指します。
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［が ん］

［脳卒中］

［急性心筋梗塞］

現状値 目標値 現状値の出典

75 歳 未 満 の が ん 年 齢 調 整 108.5 105.7 以下

死 亡 率 （ 人 口 10 万 対 ） 66.4 55.3 以下

24.7

（34.6）

（16.1）

36.4

35.0

34.1

31.2

33.3

※：「北海道がん対策推進計画」に準拠

が ん 検 診 受 診 率 （ ％ ） ※

《参考値》

40.0 以上 平成28年度
国民生活基礎調査
（乳がん、子宮頸がんは調査日か
ら過去2年、その他は過去1年以内
に受診した者の状況）

肺がん

胃がん

大腸がん

乳がん
50.0 以上

子宮頸がん

指標名（単位）

男　　性 平成28年度
厚生労働省人口動態統計女　　性

喫 煙 率 （ ％ ） 12.0 以下
平成28年度
国民生活基礎調査

（男　性）

（女　性）

現状値 目標値 現状値の出典

39.3 69.0
平成27年度特定健康診査実施報
告データ（厚生労働省提供）

脳 血 管 疾 患 年 齢 調 整
34.7 43.4

死 亡 率 （ 人 口 10 万 対 ）

21.0 24.2

指標名（単位）

特 定 健 康 診 査 実 施 率 （ ％ ）

男　　性 平成27年度厚生労働省人口
動態統計特殊報告
（全国参考値）
　平成27年度 年齢調整死亡率
　男性：37.8　女性：21.0女　　性

地 域 連 携 ク リ テ ィ カ ル パ ス 導 入
15 21

平成29年度
北海道保健福祉部調査第 二 次 医 療 圏 数 （ 医 療 圏 ）

現状値 目標値 現状値の出典

39.3 69.0
平成27年度特定健康診査実施報
告データ（厚生労働省提供）

急 性 心 筋 梗 塞 年 齢 調 整
14.5 20.0

死 亡 率 （ 人 口 10 万 対 ）

5.5 8.7

地 域 連 携 ク リ テ ィ カ ル パ ス 導 入
12 21

平成29年度
北海道保健福祉部調調査第 二 次 医 療 圏 数 （ 医 療 圏 ）

指標名（単位）

特 定 健 康 診 査 実 施 率 （ ％ ）

男　　性 平成27年度厚生労働省人口
動態統計特殊報告
（全国参考値）
　平成27年度 年齢調整死亡率
　男性：37.8　女性：21.0女　　性
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［糖尿病］

［精神疾患］

指標名（単位） 現状値 目標値 現状値の出展

(平成29年3月) (平成29年6月)

入院後３か月時点の退院等 ※ 63.2% 64.0% 平成29年度

厚生労働省新精神保健福

(平成29年3月) (平成29年6月) 祉資料

入院後１年時点の退院等 ※ 87.3% 91.0%

(平成29年6月) (平成29年6月)

長期在院者数の削減率 ※ 14.1%削減 18%削減

※：「北海道障がい計画」で設定した目標値を用いる項目は、計画間の整合性を図り、平成29年度を目標年次としつ

つ、平成30年度以降の目標値は達成状況を考慮し、別途設定。

［救急医療］

現状値 目標値 現状値の出典

39.3 69.0
平成27年度特定健康診査実施報
告データ（厚生労働省提供）

糖尿 病が 強く 疑われる 者 ※
12.9 17.3

の割合（％）（40歳から74歳）
8.4 8.1

指標名（単位）

特 定 健 康 診 査 実 施 率 （ ％ ）

男　　性
平成28年度
健康づくり道民調査

女　　性

糖 尿 病 性 腎 症 に よ る
688 795

（社）日本透析医学会調べ
平成27年度 わが国の慢性透析療
法の概況

新 規 人 工 透 析 導 入 患 者 数 （ 人 ）

地 域 連 携 ク リ テ ィ カ ル パ ス 導 入
21 21

平成29年度
北海道保健福祉部調査第 二 次 医 療 圏 数 （ 医 療 圏 ）

目標値

在宅当番医制等初期救急医療の
確 保 市 町 村 割 合 （ ％ ）

病 院 群 輪 番 制 の 実 施
第 二 次 医 療 圏 数 （ 医 療 圏 ）

ド ク タ ー ヘ リ の 導 入
（ 通 常 運 航 圏 の 拡 大 ）

救 急 法 等 講 習 会 の 実 施
第 二 次 医 療 圏 数 （ 医 療 圏 ）

救急自動車による搬送時間が１時
間 以 上 の 救 急 患 者 割 合 （ ％ ）

指標名（単位） 現状値 現状値の出典

20 21

8.4
全国平均(10.0)

以下を維持
北海道総務部
「平成28年消防年報（平成28救急救助年報）」

100.0 100.0

北海道保健福祉部調査
（平成30年2月調査）

21 21

救 命 救 急 セ ン タ ー の 整 備 6 6

4機体制
(道央・道北・道

東・道南の4機で
全道をカバー)

未整備圏域
の解消
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［災害医療］

［へき地医療］

［周産期医療］

［小児医療］

目標値

災 害 拠 点 病 院 整 備
第 二 次 医 療 圏 数 （ 医 療 圏 ）

北海道ＤＭＡＴ指定医療機関整備
第 二 次 医 療 機 関 数 （ 医 療 圏 ）

災 害 拠 点 病 院 に お け る
防 災 マ ニ ュ ア ル 整 備 率 （ ％ ）

災 害 拠 点 病 院 に お け る
耐 震 化 整 備 率 （ ％ ）

指標名（単位） 現状値 現状値の出典

21 21

北海道保健福祉部調査
（平成30年2月調査）

21 21

97.1 100.0

41.2 100.0

病院におけるＥＭＩＳ登録率（％） 100.0 100.0

目標値

無 医 地 区 数 （ 地 区 ） 100

へき地医療拠点病院（か所） 19

89
平成26年度
無医地区等調査

19
平成28年度
へき地医療現況調査

指標名（単位） 現状値 現状値の出典

目標値

総合周産期センター（指定）の整
備 第 三 次 医 療 圏 数 ( 医 療 圏 )

地 域 周 産 期 セ ン タ ー の 整 備
第 二 次 医 療 圏 数 ( 医 療 圏 )

助 産 師 外 来 の 開 設
第 二 次 医 療 圏 数 （ 医 療 圏 ）

※：助産師外来の（　　）数字は、設置数

4 6
北海道指定
(平成30年2月時点）

21 21

13（33） 21（24）
北海道保健福祉部調査
（平成30年4月調査）

指標名（単位） 現状値 現状値の出典

目標値

小児二次救急医療体制が確保されて
い る 第 二 次 医 療 圏 数 （ 医 療 圏 ）

小児科医療の重点化病院を選定する
第 二 次 医 療 圏 数 （ 医 療 圏 ）

小 児 科 医 療 を 行 う 医 師 数
（小児人口１万人対）

指標名（単位） 現状値 現状値の出典

20 21

18
20

(札幌圏除く)

15.3 17.0
平成28年 厚生労働省
「医師・歯科医師・薬剤師調査」

北海道保健福祉部調査
（平成30年2月現在）

小児科医療の重点化計画
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［在宅医療]

［歯科保健医療］

■北海道全体（達成状況）

１）目標の達成状況

《Ｈ２６年度》

・ 病床機能の回復期等への転換について、７医療機関で２５３床の転換が図

られた。

・ 在宅医療の推進を図るため、新たに２市町において多職種の協議会が設立

したほか、地域ケアサービス推進の取組が２６カ所で実施された。

・ 医療勤務環境改善支援センターを設置したほか、勤務環境改善マネジメン

トシステムの周知を図るためのシンポジウム等を道内４カ所で開催し、約

１９０名の参画を得た。

・ 将来の地域医療を担う医師となる地域枠学生に対して、新たに３２名に修

学資金を貸与したほか、緊急臨時的な医師派遣として、延べ３，３６９日派

遣した。

・ 医療機関等に勤務する看護職員等の子育てしいやすい環境を作るため、病

院内保育所１５２施設の運営を支援した。

《Ｈ２７年度》

・ 病床機能の回復期等への転換について、３医療機関で１０７床の転換が図

られた。

目標値

機能強化型の在宅療養支援診療所※1

または病院※2が設置されている第二次
医 療 圏 数 （ 医 療 圏 ）

在宅医療を実施する医療機関割合（％） 34.6 38.1
平成26年
医療施設調査

12 21
北海道保健福祉部調査
（平成29年4月1日現在）

※1：「特定診療科の施設基準等及びその届出に関する手続きの取り扱いについて」（平成28年3月4日保医発第0304第2号厚生労働省保険局医療課長通
知）（以下、「通知」という。別添１の「第9」の1の(1)及び（2）に規定する在宅療養支援診療所をいう。）

※2：通知別添1の「第14の2」の1の(1)及び(2)に規定する在宅療養支援病院をいう。

指標名（単位） 現状値の出典現状値

目標値

80 歳 で 20 本 以 上 の 歯 を
有 す る 人 の 割 合 （ ％ ） ※

※：「北海道歯科保健医療推進計画に準拠

歯 科 保 健 セ ン タ ー 整 備 数 ※

む し 歯の な い 3 歳 児 の 割 合 （ ％ ） ※

34.2 35.0
平成28年度
道民歯科保健実態調査

6 6
平成28年度
北海道保健福祉部調査

82.9 85.0
平成28年度
乳幼児歯科健康診査結果

指標名（単位） 現状値の出典現状値
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・ 新たな在宅医の養成のほか、代診制や急変時受入病床確保による医師の負

担軽減を目的としたグループ制を７カ所で実施し、在宅医療の提供体制が強

化された。

・ 医療勤務環境改善支援センターにおいて、勤務環境改善マネジメントシス

テムの周知を図るための研修会を５回開催し、１４１施設の参画を得た。

・ 将来の地域医療を担う医師となる地域枠学生に対して、新たに３２名に修

学資金を貸与したほか、緊急臨時的な医師派遣として、延べ２，８５３日派

遣した。

・ 医療機関等に勤務する看護職員等の子育てしいやすい環境を作るため、病

院内保育所１５５施設の運営を支援した。

《Ｈ２８年度》

・ 病床機能の急性期から回復期への転換について、５医療機関で１３８床の

転換が図られた。

・ 新たな在宅医の養成のほか、代診制や急変時受入病床確保による医師の負

担軽減を目的としたグループ制を１３カ所で実施し、在宅医療の提供体制が

強化された。

・ 医療勤務環境改善支援センターにおいて、勤務環境改善マネジメントシス

テムの周知を図るための研修会を 回開催し、１３３施設の参画を得た。

・ 将来の地域医療を担う医師となる地域枠学生に対して、新たに３０名に修

学資金を貸与したほか、緊急臨時的な医師派遣として、延べ３，４６８日派

遣した。

・ 医療機関等に勤務する看護職員等の子育てしいやすい環境を作るため、病

院内保育所１５７施設の運営を支援した。

《Ｈ２９年度》

・ 市町村単位の患者情報共有ネットワークについて、新たに１か所構築され

た。

・ 既存の患者情報共有ネットワークの公開型医療機関について、２２医療機

関増加した。

・ 遠隔医療（ＴＶカンファレンス）システムについて、支援医療機関が２か

所増加した。

・ 病床機能の急性期から回復期への転換について、２医療機関で５４床の転

換が図られた。

・ 市町村単位の患者情報共有ネットワークについて、新たに１か所構築され

た。

・ 看護職員が働き続けられる環境をつくるため、新たに短時間勤務制度を導

入する１医療機関を支援した。

《Ｈ３０年度》

・ 新規ネットワークが３ネットワーク新たに構築された。

・ 既存の患者情報共有ネットワークの公開型医療機関について、１９医療機

関増加した。

・ 病床機能の急性期から回復期への転換について、５医療機関で１５１床の

転換が図られた。
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《Ｒ元年度》

・ 既存の患者情報共有ネットワークの公開型医療機関について、１２医療機

関増加した。

・ 病床機能の急性期から回復期への転換について、５医療機関で２３１床の

転換が図られた。

《Ｒ２年度》

・ 既存の患者情報共有ネットワークの公開型医療機関について、１１医療機

関増加した。

・ 病床機能の急性期から回復期への転換について、９医療機関で２４８床の

転換が図られた。

・ 将来の地域医療を担う医師となる地域枠学生に対して、新たに１６名に修

学資金を貸与しており、地域枠医師の地域勤務人数６０人となった。

《Ｒ３年度》

・ 既存の患者情報共有ネットワークの公開型医療機関について、１医療機関

増加した。

・ 病床機能の急性期から回復期への転換について、７医療機関で１８１床の

転換が図られた。

・ 将来の地域医療を担う医師となる地域枠学生に対して、新たに１５名に修

学資金を貸与しており、地域枠医師の地域勤務人数６７人となった。

２）見 解

《Ｈ２６年度》

平成２６年度は、実質３ヶ月間の期間であったことから、病床機能転換に対

する支援件数少なかったが、地域包括ケアシステムを構築するための仕組みづ

くりや、従前から国庫補助事業として実施している事業の実施により、医療従

事者の確保が一定程度進んだ。

なお、病床機能転換に対する支援については、平成２７年度以降も、「地域医

療構想」策定前であっても、明らかに不足が見込まれる病床機能への転換につ

いては支援していく。

《Ｈ２７年度》

平成２７年度は、病床機能転換に対する支援件数（回復期病床への転換数）

は少なかったが、地域包括ケアシステムを構築するための在宅医療等の仕組み

づくりや、従前から国庫補助事業として実施している事業の実施により、医療

従事者の確保が一定程度進んだ。

なお、病床機能転換に対する支援については、「地域医療構想」策定前である

平成２８年度においても、明らかに不足が見込まれる病床機能への転換につい

ては支援していく。

《Ｈ２８年度》

平成２８年度は、病床機能転換に対する支援件数（回復期病床への転換数）

は少なかったが、地域包括ケアシステムを構築するための在宅医療等の仕組み

づくりや、従前から国庫補助事業として実施している事業の実施により、医療

従事者の確保が一定程度進んだ。
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なお、平成２８年１２月に「北海道地域医療構想」を策定したことから、地

域において明らかに不足することが見込まれる病床機能への転換について、様

々な機会を通じて本基金を活用した事業の実施を働きかける。

《Ｈ２９年度》

平成２９年度は、病床機能転換に対する支援件数（回復期病床への転換数）

は少なかったが、遠隔医療（ＴＶｶﾝﾌｧﾚﾝｽｼｽﾃﾑ）の導入や患者情報共有ネットワ

ークシステムの構築など、医療機関間の連携促進や医療従事者の確保に向けた

取り組みが一定程度進んだ。

なお、平成２８年１２月に「北海道地域医療構想」を策定したことから、地

域において明らかに不足することが見込まれる病床機能への転換について、様

々な機会を通じて本基金を活用した事業の実施を働きかける。

《Ｈ３０年度》

平成３０年度は、医療機関のネットワーク化や機能分化に資する事業に対す

る支援は少なかったが、病床機能転換に対する支援件数（回復期病床への転換

数）が前年度より増加した、。

地域において必要な医療機能の確保に向けて、様々な機会を通じて本基金を

活用した事業の実施を働きかける。

《Ｒ元年度》

令和元年度は、医療機関のネットワーク化や機能分化に資する事業に対する

支援は少なかったが、病床機能転換に対する支援件数（回復期病床への転換数）

が前年度同様であった。

地域において必要な医療機能の確保に向けて、様々な機会を通じて本基金を

活用した事業の実施を働きかける。

《Ｒ２年度》

令和２年度は、医療機関のネットワーク化に資する事業に対する支援は前年

度と同程度であったが、病床機能転換に対する支援件数（回復期病床への転換

数）は増加した。

また、将来の地域医療を担う医師となる地域枠学生に対する新規貸付者は16

名にとどまったものの、年々地域で勤務する医師は確実に増加しており、医師

の地域偏在解消に寄与している。

地域において必要な医療機能や医療従事者の確保に向けて、様々な機会を通

じて本基金を活用した事業の実施を働きかける。

《Ｒ３年度》

令和３年度は、医療機関のネットワーク化に資する事業に対する支援及び病

床機能転換に対する支援件数は少なかったものの、再編・統合の整備に対する

支援件数が増加した。

また、将来の地域医療を担う医師となる地域枠学生に対する新規貸付者は15

名にとどまったものの、年々地域で勤務する医師は確実に増加しており、医師

の地域偏在解消に寄与している。

地域において必要な医療機能や医療従事者の確保に向けて、様々な機会を通

じて本基金を活用した事業の実施を働きかける。
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３）目標の継続状況

《Ｈ２６年度》

☑ 平成２７年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。

□ 平成２７年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。

《Ｈ２７年度》

☑ 平成２８年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。

□ 平成２８年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。

《Ｈ２８年度》

☑ 平成２９年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。

□ 平成２９年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。

《Ｈ２９年度》

☑ 平成３０年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。

□ 平成３０年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。

《Ｈ３０年度》

☑ 令和元年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。

□ 令和元年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。

《Ｒ元年度》

☑ 令和２年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。

□ 令和２年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。

《Ｒ２年度》

☑ 令和３年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。

□ 令和３年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。

《Ｒ３年度》

☑ 令和４年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。

□ 令和４年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。
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■南渡島 医療介護総合確保区域

①医療と介護の総合的な確保に関する目標

平成２５年３月に策定した「北海道医療計画［改定版］」で 疾病・事業ごとの「良

質かつ適切な医療を効率的、継続的に提供する体制」の確保に向けて、定量的な比

較評価が行えるよう、上記のとおり北海道全体の目標を定めており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の目標達成を目指します。

②計画期間

平成２６年度～令和３年度

③達成状況

北海道全体として掲げた目標の達成に向けて事業を実施しており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の達成状況となります。

■南檜山 医療介護総合確保区域

①医療と介護の総合的な確保に関する目標

平成２５年３月に策定した「北海道医療計画［改定版］」で 疾病・事業ごとの「良

質かつ適切な医療を効率的、継続的に提供する体制」の確保に向けて、定量的な比

較評価が行えるよう、上記のとおり北海道全体の目標を定めており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の目標達成を目指します。

②計画期間

平成２６年度～令和３年度

③達成状況

北海道全体として掲げた目標の達成に向けて事業を実施しており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の達成状況となります。

■北渡島檜山 医療介護総合確保区域

①医療と介護の総合的な確保に関する目標

平成２５年３月に策定した「北海道医療計画［改定版］」で 疾病・事業ごとの「良

質かつ適切な医療を効率的、継続的に提供する体制」の確保に向けて、定量的な比

較評価が行えるよう、上記のとおり北海道全体の目標を定めており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の目標達成を目指します。

②計画期間

平成２６年度～令和３年度

③達成状況

北海道全体として掲げた目標の達成に向けて事業を実施しており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の達成状況となります。
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■札幌 医療介護総合確保区域

①医療と介護の総合的な確保に関する目標

平成２５年３月に策定した「北海道医療計画［改定版］」で 疾病・事業ごとの「良

質かつ適切な医療を効率的、継続的に提供する体制」の確保に向けて、定量的な比

較評価が行えるよう、上記のとおり北海道全体の目標を定めており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の目標達成を目指します。

②計画期間

平成２６年度～令和３年度

③達成状況

北海道全体として掲げた目標の達成に向けて事業を実施しており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の達成状況となります。

■後志 医療介護総合確保区域

①医療と介護の総合的な確保に関する目標

平成２５年３月に策定した「北海道医療計画［改定版］」で 疾病・事業ごとの「良

質かつ適切な医療を効率的、継続的に提供する体制」の確保に向けて、定量的な比

較評価が行えるよう、上記のとおり北海道全体の目標を定めており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の目標達成を目指します。

②計画期間

平成２６年度～令和３年度

③達成状況

北海道全体として掲げた目標の達成に向けて事業を実施しており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の達成状況となります。

■南空知 医療介護総合確保区域

①医療と介護の総合的な確保に関する目標

平成２５年３月に策定した「北海道医療計画［改定版］」で 疾病・事業ごとの「良

質かつ適切な医療を効率的、継続的に提供する体制」の確保に向けて、定量的な比

較評価が行えるよう、上記のとおり北海道全体の目標を定めており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の目標達成を目指します。

②計画期間

平成２６年度～令和３年度

③達成状況

北海道全体として掲げた目標の達成に向けて事業を実施しており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の達成状況となります。
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■中空知 医療介護総合確保区域

①医療と介護の総合的な確保に関する目標

平成２５年３月に策定した「北海道医療計画［改定版］」で 疾病・事業ごとの「良

質かつ適切な医療を効率的、継続的に提供する体制」の確保に向けて、定量的な比

較評価が行えるよう、上記のとおり北海道全体の目標を定めており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の目標達成を目指します。

②計画期間

平成２６年度～令和３年度

③達成状況

北海道全体として掲げた目標の達成に向けて事業を実施しており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の達成状況となります。

■北空知 医療介護総合確保区域

①医療と介護の総合的な確保に関する目標

平成２５年３月に策定した「北海道医療計画［改定版］」で 疾病・事業ごとの「良

質かつ適切な医療を効率的、継続的に提供する体制」の確保に向けて、定量的な比

較評価が行えるよう、上記のとおり北海道全体の目標を定めており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の目標達成を目指します。

②計画期間

平成２６年度～令和３年度

③達成状況

北海道全体として掲げた目標の達成に向けて事業を実施しており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の達成状況となります。

■西胆振 医療介護総合確保区域

①医療と介護の総合的な確保に関する目標

平成２５年３月に策定した「北海道医療計画［改定版］」で 疾病・事業ごとの「良

質かつ適切な医療を効率的、継続的に提供する体制」の確保に向けて、定量的な比

較評価が行えるよう、上記のとおり北海道全体の目標を定めており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の目標達成を目指します。

②計画期間

平成２６年度～令和３年度

③達成状況

北海道全体として掲げた目標の達成に向けて事業を実施しており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の達成状況となります。
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■東胆振 医療介護総合確保区域

①医療と介護の総合的な確保に関する目標

平成２５年３月に策定した「北海道医療計画［改定版］」で 疾病・事業ごとの「良

質かつ適切な医療を効率的、継続的に提供する体制」の確保に向けて、定量的な比

較評価が行えるよう、上記のとおり北海道全体の目標を定めており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の目標達成を目指します。

②計画期間

平成２６年度～令和３年度

③達成状況

北海道全体として掲げた目標の達成に向けて事業を実施しており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の達成状況となります。

■日高 医療介護総合確保区域

①医療と介護の総合的な確保に関する目標

平成２５年３月に策定した「北海道医療計画［改定版］」で 疾病・事業ごとの「良

質かつ適切な医療を効率的、継続的に提供する体制」の確保に向けて、定量的な比

較評価が行えるよう、上記のとおり北海道全体の目標を定めており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の目標達成を目指します。

②計画期間

平成２６年度～令和３年度

③達成状況

北海道全体として掲げた目標の達成に向けて事業を実施しており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の達成状況となります。

■上川中部 医療介護総合確保区域

①医療と介護の総合的な確保に関する目標

平成２５年３月に策定した「北海道医療計画［改定版］」で 疾病・事業ごとの「良

質かつ適切な医療を効率的、継続的に提供する体制」の確保に向けて、定量的な比

較評価が行えるよう、上記のとおり北海道全体の目標を定めており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の目標達成を目指します。

②計画期間

平成２６年度～令和３年度

③達成状況

北海道全体として掲げた目標の達成に向けて事業を実施しており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の達成状況となります。
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■上川北部 医療介護総合確保区域

①医療と介護の総合的な確保に関する目標

平成２５年３月に策定した「北海道医療計画［改定版］」で 疾病・事業ごとの「良

質かつ適切な医療を効率的、継続的に提供する体制」の確保に向けて、定量的な比

較評価が行えるよう、上記のとおり北海道全体の目標を定めており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の目標達成を目指します。

②計画期間

平成２６年度～令和３年度

③達成状況

北海道全体として掲げた目標の達成に向けて事業を実施しており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の達成状況となります。

■富良野 医療介護総合確保区域

①医療と介護の総合的な確保に関する目標

平成２５年３月に策定した「北海道医療計画［改定版］」で 疾病・事業ごとの「良

質かつ適切な医療を効率的、継続的に提供する体制」の確保に向けて、定量的な比

較評価が行えるよう、上記のとおり北海道全体の目標を定めており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の目標達成を目指します。

②計画期間

平成２６年度～令和３年度

③達成状況

北海道全体として掲げた目標の達成に向けて事業を実施しており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の達成状況となります。

■留萌 医療介護総合確保区域

①医療と介護の総合的な確保に関する目標

平成２５年３月に策定した「北海道医療計画［改定版］」で 疾病・事業ごとの「良

質かつ適切な医療を効率的、継続的に提供する体制」の確保に向けて、定量的な比

較評価が行えるよう、上記のとおり北海道全体の目標を定めており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の目標達成を目指します。

②計画期間

平成２６年度～令和３年度

③達成状況

北海道全体として掲げた目標の達成に向けて事業を実施しており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の達成状況となります。
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■宗谷 医療介護総合確保区域

①医療と介護の総合的な確保に関する目標

平成２５年３月に策定した「北海道医療計画［改定版］」で 疾病・事業ごとの「良

質かつ適切な医療を効率的、継続的に提供する体制」の確保に向けて、定量的な比

較評価が行えるよう、上記のとおり北海道全体の目標を定めており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の目標達成を目指します。

②計画期間

平成２６年度～令和３年度

③達成状況

北海道全体として掲げた目標の達成に向けて事業を実施しており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の達成状況となります。

■北網 医療介護総合確保区域

①医療と介護の総合的な確保に関する目標

平成２５年３月に策定した「北海道医療計画［改定版］」で 疾病・事業ごとの「良

質かつ適切な医療を効率的、継続的に提供する体制」の確保に向けて、定量的な比

較評価が行えるよう、上記のとおり北海道全体の目標を定めており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の目標達成を目指します。

②計画期間

平成２６年度～令和３年度

③達成状況

北海道全体として掲げた目標の達成に向けて事業を実施しており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の達成状況となります。

■遠紋 医療介護総合確保区域

①医療と介護の総合的な確保に関する目標

平成２５年３月に策定した「北海道医療計画［改定版］」で 疾病・事業ごとの「良

質かつ適切な医療を効率的、継続的に提供する体制」の確保に向けて、定量的な比

較評価が行えるよう、上記のとおり北海道全体の目標を定めており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の目標達成を目指します。

②計画期間

平成２６年度～令和３年度

③達成状況

北海道全体として掲げた目標の達成に向けて事業を実施しており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の達成状況となります。
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■十勝 医療介護総合確保区域

①医療と介護の総合的な確保に関する目標

平成２５年３月に策定した「北海道医療計画［改定版］」で 疾病・事業ごとの「良

質かつ適切な医療を効率的、継続的に提供する体制」の確保に向けて、定量的な比

較評価が行えるよう、上記のとおり北海道全体の目標を定めており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の目標達成を目指します。

②計画期間

平成２６年度～令和３年度

③達成状況

北海道全体として掲げた目標の達成に向けて事業を実施しており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の達成状況となります。

■釧路 医療介護総合確保区域

①医療と介護の総合的な確保に関する目標

平成２５年３月に策定した「北海道医療計画［改定版］」で 疾病・事業ごとの「良

質かつ適切な医療を効率的、継続的に提供する体制」の確保に向けて、定量的な比

較評価が行えるよう、上記のとおり北海道全体の目標を定めており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の目標達成を目指します。

②計画期間

平成２６年度～令和３年度

③達成状況

北海道全体として掲げた目標の達成に向けて事業を実施しており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の達成状況となります。

■根室 医療介護総合確保区域

①医療と介護の総合的な確保に関する目標

平成２５年３月に策定した「北海道医療計画［改定版］」で 疾病・事業ごとの「良

質かつ適切な医療を効率的、継続的に提供する体制」の確保に向けて、定量的な比

較評価が行えるよう、上記のとおり北海道全体の目標を定めており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の目標達成を目指します。

②計画期間

平成２６年度～令和３年度

③達成状況

北海道全体として掲げた目標の達成に向けて事業を実施しており、各医療介護総

合確保区域においても、同様の達成状況となります。
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３ 事業の実施状況

事業の区分 ①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業

事 業 名 患者情報共有ネットワーク構築事業 総事業費 1,194,548千円

地域医療情報連携ネットワーク構築事業

※R3年～事業名変更

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～令和４年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ 平成２６年度・２７年度・２８年度

・市町村単位等におけるネットワーク構築数の増加（１市町村以上）

・二次医療圏単位におけるネットワーク構築数の増加（１圏域以上）

・既存ネットワークの公開型医療機関の増加（上記を含め４０医療

機関）

○ 平成２９年度・３０年度

・新規ネットワーク構築数 ３０ネットワーク

・既存ネットワークの公開型医療機関数 ３０施設

・市町村単位のネットワーク構築数 １市町村以上

○ 令和元年度・２年度・３年度

・ ネットワークの公開型医療機関数の増加 ２２施設

事業の達成 ○ 平成２６年度

状 況 ・市町村単位等におけるネットワーク構築数は、１市町村増加

・二次医療圏単位におけるネットワークの構築には至らなかった

・既存ネットワークの公開型医療機関は、６医療機関増加（上記を

含む）した。

○ 平成２７年度

・市町村単位等におけるネットワーク構築数は、１市町村増加

・二次医療圏単位におけるネットワークの構築には至らなかった

・既存ネットワークの公開型医療機関は、１０医療機関増加（上記

を含む）した。

○ 平成２８年度

・市町村単位等におけるネットワーク構築数は、１市町村増加

・二次医療圏単位におけるネットワークの構築には至らなかった
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・既存ネットワークの公開型医療機関は、１２医療機関増加（上記

を含む）した。

○ 平成２９年度、３０年度

・新規ネットワーク構築数 【H29】８ネットワーク

【H30】３ネットワーク

・既存ネットワークの公開型医療機関数【H29】２２施設

【H30】１９施設

・市町村単位のネットワーク構築数 【H29】１市町村以上

【H30】０市町村

○ 令和元年度

・ ネットワークの公開型医療機関数の増加 １２施設

〇 令和２年度

・ ネットワークの公開型医療機関数の増加 １１施設

〇 令和３年度

・ ネットワークの公開型医療機関数の増加 1 施設

(参考補助実績) 設備整備(再構築)２施設、ICTアドバイザー１施設

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 地域全体で患者を診る・支えるための患者情報共有ネットワークが

構築されはじめたことにより、患者が医療と介護を切れ目なく受給で

きるほか、災害が発生した場合でも、電子化されたカルテ情報を活用

して診療を継続できるような体制の整備が整い始めた。

ネットワーク公開型医療機関は初期設備整備費用のほか、補助対象

外となるランニングコスト、数年周期での更新費用が必要であり、負

担感が大きいことなどから設備投資に慎重であり公開型医療機関の増

加が目標を達成しなかった理由と考えられる。

費用負担については、初期設備整備のほか、単純更新ではない発展

的なシステム改修であれば補助対象となることなど、医療機関に対し

補助金の積極活用について周知を行い、公開型医療機関となるよう働

きかけを継続する。

【事業の効率性】

公開型医療機関の増加、既存公開型医療機関のシステム再構築によ

る医療介護連携の強化により、地域の診療所や介護施設など関係機関

のネットワークへの参加が促進された。

そ の 他 Ｈ２６年度： ６９，９５４千円 Ｈ２７年度： １０７，３６９千円

Ｈ２８年度： ９３，０７２千円 Ｈ２９年度： ４３，７２２千円

Ｈ３０年度： ４８，０４９千円 Ｒ１年度 ： ３０，８６３千円

Ｒ２年度 ： ６１，６４６千円 Ｒ３年度 ： ２３，３４０千円

計 ４７８，０１６千円
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事業の区分 ①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業

事 業 名 遠隔医療促進モデル事業 総事業費 29,440千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成３０年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ 平成２６年度

・都市部の専門医による、遠隔地の医師への遠隔ＴＶカンファレン

スシステムによる支援数の増加（４箇所）

○ 平成２７年度～２９年度

・医療機関の設備整備［支援をする側］

【H27】３施設 【H28】【H29】２施設

・医療機関の設備整備［支援を受ける側］

【H27】８施設 【H28】【H29】４施設

事業の達成 ○ 平成２６年度

状 況 都市部の専門医が存在する支援医療機関が１箇所増加した。

○ 平成２７年度～２９年度

・医療機関の設備整備［支援をする側］

【H27】３施設 【H28】２施設 【H29】２施設

・医療機関の設備整備［支援を受ける側］

【H27】６施設 【H28】２施設 【H29】２施設

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 都市部の専門医が遠隔地の医師へ遠隔ＴＶカンファレンスシステム

を利用し指導・助言を行うための整備が進んだ。

【事業の効率性】

先進事例が出来ることにより、今後の医療機関の自主的な取組みに

つながる。

そ の 他 Ｈ２６年度： １，３７３千円 Ｈ２９年度： ３，０８６千円

Ｈ２７年度： ８，１０３千円

Ｈ２８年度： ２，８７８千円 計 １５，４４０千円
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事業の区分 ①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業

事 業 名 病床機能分化・連携促進基盤整備事業 総事業費 2,000,000千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～令和４年３月３１日

□継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ 平成２６年度

・地域医療構想により各地域の必要量とされた各病床数の充足

（構想策定前においては、各地域において足りないことが明白な病

床の整備）

○ 平成２７年度

・急性期から回復期など病床機能転換の整備 13医療機関

○ 平成２８年度～令和３年度

・急性期から回復期など病床機能転換・削減等の整備（施設、設備）

【H28】14施設 【H29】10施設 【H30】10施設 【R1】15施設

【R2】18施設 【R3】10施設

・再編・統合の整備（施設、設備）

【R3】１カ所

・一般病床から介護保険施設等への機能転換の整備

【H28】【H29】９施設

・理学療法士等の雇用支援

【H28】10人【H29】20人【H30】15人【R1】15人【R2】15人

【R3】15人

・理学療法士等の技術指導研修実施医療機関

【H28】【H29】10施設 【H30】４施設 【R1】４施設

【R2】４施設 【R3】４施設

事業の達成 ○ 平成２６年度

状 況 各地域で必要とされた回復期等の病床が７医療機関で計２５３床

充足された。

○ 平成２７年度

３医療機関（急性期→回復期に転換 計１０７床）

（北渡島檜山４０床、上川北部５８床、釧路９床）

○ 平成２８年度～令和３年度

・急性期から回復期など病床機能転換・削減等の整備（施設、設備）

※病床数については、継続事業となる病床数は除く
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【H28】５施設（138床）【H29】２施設（54床）

【H30】５施設（151床）【R1】５施設（231床）

【R2】 ９施設（248床）【R3】７施設（181床）

・再編・統合の整備（施設、設備）

【R2】１カ所 【R3】３カ所

・一般病床から介護保険施設等への機能転換の整備

【H28】１施設 【H29】０施設

・理学療法士等の雇用支援

【H28】２人【H29】５人【H30】２人【R1】７人【R2】８人

【R3】22人

・理学療法士等の技術指導研修実施医療機関

【H28～R3】実施に至らなかった

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 本事業により、急性期５２床の回復期への転換並びに急性期３６床

及び慢性期１５床等合計１２９床の削減の実施、また３カ所の再編・

統合を実施し、地域医療構想の達成に向けた効率的な医療提供体制の

構築が進められた。

【事業の効率性】

病床機能転換等に必要な施設整備及び設備整備については、地域医

療構想調整会議において医療機関ごとに事業実施の合意を得ており、

地域にとって真に必要な整備に限定して実施するとともに、医療機関

において入札を実施することにより、コストの低下を図っている。

令和３年度において、コロナ禍のため病床機能の見直しについては、

各医療機関内における見直しや地域医療構想調整会議での議論が進ま

ず予定していた施設整備には至らなかった。次年度は新型コロナへの

対応に最優先で取り組む地域の状況に十分配慮しつつも、引き続き地

域が置かれている状況に応じ、地域医療構想等に関する説明会を実施

するなどして、地域構想調整会議等における議論を着実に進めていく。

また、理学療法士の雇用支援については目標を上回ったものの、研

修実施事業については、コロナ禍であることもあり、実施を希望する

医療機関がなかった。

今後は、道が実施する地域医療構想説明会等を通じてで事業の周知

を図っていき、事業の活用がされるよう努める。

そ の 他 Ｈ２６年度： ６３，００２千円 Ｒ１年度 ： ４６，５５４千円

Ｈ２７年度： ２３，５６７千円 Ｒ２年度 ：５２３，６０３千円

Ｈ２８年度： ８３，２３１千円 Ｒ３年度 ：２１６，７２０千円

Ｈ２９年度： １９，６１６千円

Ｈ３０年度： ２１，６２６千円
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計 ９９７，９１８千円
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事業の区分 ②居宅等における医療の提供に関する事業

事 業 名 在宅医療推進事業 総事業費 20,000千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、西胆振、東

医療介護総 胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、北網、遠紋、十勝、釧路、

合確保区域 根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ 平成２６年度

・地域包括ケアシステムの構築に向けた多職種連携の体制づくりと担い手の育成

・在宅療養支援診療所空白地域の解消など在宅医療提供基盤の充実

○ 平成２７年度

・在宅医を中心とするグループ制の運営 ２０グループ

・訪問診療用ポータブル検査機器等設備整備 １０ヵ所

・在宅医療の推進に資する市町村の取組 １０ヵ所

事業の達成 ○ 平成２６年度は、翌年度から開始される介護保険制度の地域支援事業「在宅医

状 況 療・介護連携推進事業」の円滑な導入に向けて、多職種の協議会を設置し、人材

育成や普及啓発など在宅医療提供基盤の充実に資する取組を行った２市町に補助

した。

○ 平成２７年度は、以下の取組を行い、在宅医療提供体制の強化を図った。

・ 新たな在宅医の養成と急変時受入病床を確保するため、在宅医を中心とする

グループ制の運営 → ７グループ

・ 訪問診療用ポータブル検査機器等設備整備 → ６９ヵ所

・ 在宅医療の推進に資する市町村の取組 → ３ヵ所

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 平成２６年度は、事業内容を地域支援事業「在宅医療・介護連携推進事業」と同

様の構成にしたことで、２市町とも、平成２７年４月から「在宅医療・介護連携推

進事業」の開始につながった。

平成２７年度においては新たな在宅医を養成するグループ制のほか、訪問診療用

検査機器・訪問看護ステーションの整備を通じ在宅医療の提供体制が強化された。

【事業の効率性】

平成２６年度は、事業実施に当たり、医療機関・自治体向けに全道21ヵ所で、市

町村単位での地域包括ケアシステム構築を含む社会保障制度改革説明会を実施し、

周知と共有が図られた。

平成２７年度は、グループの中心となる在宅医に指導役を依頼する手法のため、

各地域での養成が可能であるとともに、訪問診療用の検査機器を整備することで、

医師・患者双方の負担軽減につながった。

そ の 他 ○ 実績は２ヵ所にとどまったものの、事業実施意向調査において、道庁内ワーキ

ングの立ち上げや、医師会と協議中など事業目的に合致する取組を行っているが、
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経費がかからないため補助不要と回答した市町村を複数確認し、自治体の意識を

把握することができた。

Ｈ２６年度： ７，３９８千円

Ｈ２７年度： １２，６０２千円 計 ２０，０００千円
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事業の区分 ②居宅等における医療の提供に関する事業

事 業 名 家庭看護基盤整備事業 総事業費 2,201千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ 高齢化の急速な進行等により、長期にわたる療養や介護を必要と

する住民ニーズに対応するため、住み慣れた地域で安心した在宅療

養生活が継続できるよう地域の医療機関、訪問看護ステーション等

の連携システムを構築・促進し、在宅医療、家庭看護の基盤を整備

・訪問看護推進協議会

Ｈ２６、（１回開催）Ｈ２７年度（２回開催）

・地域ケアサービス連携推進事業

Ｈ２６、Ｈ２７年度（各２６カ所で実施）

事業の達成 ○訪問看護推進協議会

状 況 北海道看護協会、在宅ケア事業団、訪問看護連絡協議会及び保健

所を参集範囲とし、訪問看護推進に向けた協議会を開催

・ Ｈ２６、Ｈ２７年度 各１回開催

〇地域ケアサービス連携推進事業

・ Ｈ２６、Ｈ２７年度 各年度２６カ所で実施

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 ・ 本事業の実施により地域の医療機関、訪問看護ステーション等の

連携の在り方について検討することができた。

・ 各地域の課題に応じた在宅ケアサービス体制のあり方や医療と看

護の連携にかかる課題などを整理することができた。

【事業の効率性】

・ 小規模で人的余裕の少ない訪問看護事業所の実状や、地域ごとの

課題に応じた連携の推進について検討するため、総合振興局または

医療圏域単位で開催し効率的に実施できた。

そ の 他 Ｈ２６年度： １，７４９千円

Ｈ２７年度： ４５２千円 計 ２，２０１千円
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事業の区分 ②居宅等における医療の提供に関する事業

事 業 名 在宅歯科医療連携室整備事業 総事業費 8,116千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ 平成２６年度

・在宅歯科医療の推進及び他分野との連携体制を構築

○ 平成２７年度

・在宅歯科医療連携室整備数

３圏域（十勝、釧路・根室圏域、道南圏域（H27新設））

・多職種による連携調整会議の開催回数 ６回

事業の達成 ○ 平成２６年度においては、十勝、釧路・根室圏、道南圏において

状 況 在宅歯科医療連携室を設置・運営し、道民や在宅歯科医療を必要と

する要介護者・家族等のニーズに応え、地域における在宅歯科医療

の推進及び医科、介護等の他分野との連携体制の構築が図られた。

○ 平成２７年度

・在宅歯科医療連携室整備数

３圏域（十勝、釧路・根室圏域、道南圏域（H27新設））

・相談件数 ２７７件

（うち、専任相談員による事前訪問件数 ２０２件）

（うち、地域の歯科医療機関による訪問診療実施件数 １３６件）

・多職種による連携調整会議の開催回数 ６回

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 第３次医療圏単位での在宅歯科医療連携室の設置・運営により、圏

域内の要介護者・家族等のニーズに応え、在宅歯科医療に繋げること

ができ、地域における在宅歯科医療の推進及び医科、介護等の他分野

との連携体制が整い始めた。

【事業の効率性】

Ｈ２４年度から業務委託している北海道歯科医師会へ引き続き委託

することにより在宅歯科医療の推進に効果的な事業の展開が図られ

た。
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そ の 他 Ｈ２６年度： ８，１１５千円

Ｈ２７年度： １千円 計 ８，１１６千円
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事業の区分 ②居宅等における医療の提供に関する事業

事 業 名 歯科医療従事者認知症対応力向上研修事業 総事業費 1,918千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ 歯科医療従事者における認知症患者やその家族を支援するための

認知症ケアの基礎知識の習得

事業の達成 ○ Ｈ２６年度においては、歯科医療従事者認知症対応力向上研修会

状 況 を４圏域（札幌、後志、上川中部、釧路）で開催した。

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 認知症サポート医や認知症介護指導者による講義を中心とした研修

プログラムを展開したことにより、認知症等の要介護高齢者に対する

在宅歯科医療に取り組む歯科医療従事者が、認知症の基礎知識やケア

の原則等を効果的に習得可能な体制を構築することができた。

【事業の効率性】

研修会場や開催時期の調整においては、開催地域の郡市歯科医師会

と十分な連携を図ったため、各会場とも多数の歯科医療従事者の参集

があった。

そ の 他 Ｈ２６年度： １，９１８千円
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事業の区分 ③医療従事者の確保に関する事業

事 業 名 地域医師連携支援センター運営事業 総事業費 51,334千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ 平成２６年度

・医学生（奨学金貸与者）相談支援事業の実施 [２回]

・地域医療を担う青少年育成事業の実施 [４か所（120名程度）]

・指導医講習会の開催 [１回 ( 50名程度)]

○ 平成２７年度

・ﾄﾞｸﾀｰﾊﾞﾝｸ事業による医師の紹介・斡旋 [常勤８人、短期3,335日]

・地域枠医師の地域勤務（卒後３年目） [７人]

・地域医療を担う青少年育成事業の実施 [３カ所（２４４人程度）]

・指導医講習会の開催 [１回 (５０人程度)]

事業の達成 ○ 平成２６年度

状 況 ・医学生（奨学金貸与者）相談支援事業は、３回実施した。

・地域医療を担う青少年育成事業は、４か所（221名）実施した。

・指導医講習会は、２回（45名）開催した。

○ 平成２７年度

・ﾄﾞｸﾀｰﾊﾞﾝｸ事業による医師の紹介・斡旋 [常勤16人、短期3,639日]

・地域枠医師の地域勤務（卒後３年目） [７人]

・地域医療を担う青少年育成事業の実施 [３カ所（２４４人）]

・指導医講習会の開催 [２回 (５７人)]

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 北海道医師養成確保修学資金の借受者（地域枠学生）である札幌医

大及び旭川医大の６年生に対して制度説明及び個人面談等を実施。

また、地域医療を担う青少年育成事業では、地域の中学生を対象に講

演会や医療体験学習会を開催。

さらに、北海道医師会との共催により充実した内容の指導医講習会

を開催したことなどにより、道内における医師の養成・確保対策等が

図られた。

【事業の効率性】

地域枠学生に対する制度説明等は、集団で説明を行った後に引き続
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き個人面談を行うなど実施回数の減に努め、地域医療を担う青少年育

成事業及び指導医講習会は、北海道医師会等の協力を得て、会場使用

料等の経費の節約を図るなど、効率的に執行できた。

そ の 他 Ｈ２６年度： ４８，８２０千円

Ｈ２７年度： ２，５１４千円 計 ５１，３３４千円
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事業の区分 ③医療従事者の確保に関する事業

事 業 名 地域医療支援センター運営事業 総事業費 48,000千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ 平成２６年度

・旭川医科大学地域医療支援センターからの医師派遣 [６名]

○ 平成２７年度

・旭川医科大学地域医療支援センターからの医師派遣 [５名]

・北海道大学地域医療支援センターからの医師派遣 [６人]

事業の達成 ○ 平成２６年度においては、旭川医科大学地域医療支援センターか

状 況 ら、医師４名を派遣した。

○ 平成２７年度

・旭川医科大学地域医療支援センターからの医師派遣 [５人]

・北海道大学地域医療支援センターからの医師派遣 [６人]

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 道内における医師不足が極めて深刻な状況にある中、旭川医科大

学地域医療支援センターからの医師派遣により、地域における常勤

医の安定的な確保が図られた。

【事業の効率性】

道、医育大学、市町村及び医療関係団体で構成する北海道医療対

策協議会にて一括調整を図り、効率的に医師派遣を行うことができ

た。

そ の 他 Ｈ２６年度： ３２，０００千円

Ｈ２７年度： １６，０００千円 計 ４８，０００千円
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事業の区分 ③医療従事者の確保に関する事業

事 業 名 北海道医師養成確保修学資金等貸付事業 総事業費 259,138千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～令和４年３月３１日

□ 継続 ／ ☑終了

事業の目標 ○ 平成２６年度

「地域枠学生」への修学資金の貸付

・札幌医科大学

[新規貸付者 １５名（貸付者(在学中)の合計 ８７名）]

・旭川医科大学

[新規貸付者 １７名（貸付者(在学中)の合計 ９０名）]

○ 平成２７年度

「地域枠学生」への修学資金の貸付

・札幌医科大学

[新規貸付者 １５人（貸付者(在学中)の合計 ８６人）]

・旭川医科大学

[新規貸付者 １７人（貸付者(在学中)の合計 ９８人）]

〇 令和２年度

① 地域枠学生への修学資金の新規貸付 ［32人］

② 地域枠医師の研修・勤務

初期臨床研修・選択研修人数 [105人]

地域勤務人数 ［60人]

○ 令和３年度

① 地域枠学生への修学資金の新規貸付 ［32人］

② 地域枠医師の研修・勤務

初期臨床研修・選択研修人数 [103人]

地域勤務人数 ［67人]

事業の達成 ○ 平成２６年度においては、

状 況 ・ 札幌医科大学は、新規貸付者１５名（貸付者(在学中)の合計

８７名）、

・ 旭川医科大学は、新規貸付者１７名（貸付者(在学中)の合計

９０名）と、計画どおり修学資金を貸付した。

○ 平成２７年度においては、

・ 札幌医科大学は、新規貸付者１５名（貸付者(在学中)の合計

８６名）、
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・ 旭川医科大学は、新規貸付者１７名（貸付者(在学中)の合計

９８名）と、計画どおり修学資金を貸付した。

〇 令和２年度においては

① 地域枠学生への修学資金の新規貸付 ［16人］

② 地域枠医師の研修・勤務

初期臨床研修・選択研修人数 [103人]

地域勤務人数 ［60人]

〇 令和３年度においては

① 地域枠学生への修学資金の新規貸付 ［15人］

② 地域枠医師の研修・勤務

初期臨床研修・選択研修人数 [109人]

地域勤務人数 ［67人]

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 令和３年度の新規貸付者は15名にとどまったものの、年々地域で勤

務する医師は確実に増加しており、医師の地域偏在解消に寄与してい

る。また、医師少数区域での勤務の特例を設けるなどのキャリア形成

プログラムの見直しを行い、医師少数区域での勤務促進を図っている。

【事業の効率性】

各医育大学と連携し、地域枠学生に対する制度説明、個人面談等を

集約して実施するなど、効率的な事業の実施できた。

そ の 他 Ｈ２６年度： ２１７，６５０千円

Ｈ２７年度： ２９，３５０千円

Ｈ２８～Ｒ１年度 ０千円

Ｒ２年度 ： １,９７６千円

Ｒ３年度 ： ５，９２７千円

計 ２５４，９０４千円
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事業の区分 ③医療従事者の確保に関する事業

事 業 名 緊急臨時的医師派遣事業 総事業費 156,327千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ 平成２６年度

・緊急臨時的な医師派遣日数（延べ日数） ３，６８０日

○ 平成２７年度

・緊急臨時的な医師派遣日数（延べ日数） ３，８２６日

・ 〃 派遣先医療機関数 ３８医療機関

事業の達成 ○ 平成２６年度

状 況 平成２６年度においては、緊急臨時的な医師派遣として、延べ

３，３６９日派遣した。

○ 平成２７年度

・緊急臨時的な医師派遣日数（延べ日数） ２，８５３日

・ 〃 派遣先医療機関数 ４４医療機関

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 危機的な状況にある地域の医療機関への緊急・臨時的な医師の派遣

により、医師不足が深刻な地域の医療提供体制の確保が図られた。

【事業の効率性】

本事業による医師派遣については、医師派遣を要請した医療機関の

状況や地域における役割、当該地域の医療状況などを勘案し、派遣の

緊急度や必要度などについて、医療関係団体等で構成される運営委員

会において、効率的に協議・検討し、派遣を決定している。

そ の 他 Ｈ２６年度： １２５，５２０千円

Ｈ２７年度： ３０，８０７千円 計 １５６，３２７千円



                    項目    H26年度    H27年度

初期救急医療確保市町村割合 100％  100％

病院群輪番制実施第二次医療圏数 21 21

総合周産期センター（指定）整備第三次医療圏数 4 4

地域周産期センター整備第二次医療圏数 21 21

小児二次救急医療体制確保第二次医療圏数 21 21
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事業の区分 ③医療従事者の確保に関する事業

事 業 名 救急勤務医・産科医等確保支援事業 総事業費 340,095千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ 救急医療機関等の勤務医師や、地域でお産を支える産科医等、Ｎ

ＩＣＵにおいて新生児医療を担当する新生児科医、後期研修で産科

を選択する医師の処遇改善を通じた医師確保

項 目 Ｈ24→29年度

初期救急医療確保市町村割合 100%→100%

病院群輪番制実施第二次医療圏数 ２１→２１

総合周産期センター(指定)整備第三次医療圏数 ４→ ６

地域周産期センター整備第二次医療圏数 １９→２１

小児二次救急医療体制確保第二次医療圏数 ２１→２１

事業の達成

状 況

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 広大な本道において、医師の不足や地域偏在がある中、過酷な勤務

状況におかれている救急勤務医や産科医等に手当を支給することで、

地域の救急医療体制や周産期医療体制の確保、医師のモチベーション

の維持が図られた。

【事業の効率性】

各手当の補助金交付事務を一括して処理することにより効率化を図

った。

そ の 他 Ｈ２６年度： ８３，２０４千円

Ｈ２７年度： ２３，９５８千円 計 １０７，１６２千円



                       項目  H26年度   H27年度

小児二次救急医療体制確保第二次医療圏数 21 21

小児救急の知識を得るための研修会開催箇所数（道内） 8 8

上記研修会受講者数 835        703
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事業の区分 ③医療従事者の確保に関する事業

事 業 名 小児救急医療対策事業 総事業費 244,564千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ 平成２６年度

・休日・夜間における入院治療を必要とする重症の小児救急患者の

医療の確保

小児二次救急医療体制確保第二次医療圏数（２１圏域の維持）

・子どもの急な病気やけがなどの際の対応のため、救急に携わる医

師等の資質向上

開催箇所数 ８箇所

○ 平成２７年度

初期救急医療の研修会を実施する二次医療圏の数

※本道の広域性を考慮し、概ね３年サイクルで２１二次医療圏を

対象とする計画

事業の達成

状 況

※研修会受講者は、医師（小児科以外も含む）、看護師、保健師、助産師、救急隊員

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 ・ 全ての二次医療圏で小児二次救急医療体制が確立されている。

・ 小児科以外の医師が小児初期救急医療を学習することで、地域で

疲弊する小児科医の負担軽減が図られる。

・ 医師以外の他職種が研修会を受講することで、顔の見える関係の

構築や、地域の小児救急医療体制の充実に繋がっている。

【事業の効率性】

・ 運営費の補助金交付事務を一括して処理することにより効率化を

図った。

・ 北海道医師会に研修会の運営を委託することで、研修会開催地域

の医師会の協力が得られ、円滑な運営に繋がっている。
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そ の 他 Ｈ２６年度： １３５，７３３千円

Ｈ２７年度： ２８，３７５千円 計 １６４，１０８千円
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事業の区分 ③医療従事者の確保に関する事業

事 業 名 糖尿病と歯周病に関わる医科歯科連携推進事業 総事業費 2,560千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ 平成２６年度

糖尿病患者の教育入院カリキュラムに歯科保健教育（保健指導）

プログラムを含む医療機関を増加することにより、糖尿病患者に対

し、糖尿病と歯周病の関連性や定期的な口腔状態の評価の重要性を

伝えることができる医療環境を構築

○ 平成２７年度

・患者教育協力歯科医療従事者養成研修 ３回開催（延べ２００人）

・糖尿病医療に関わる医療従事者研修 １回開催（延べ ８０人）

・歯科保健教育を実施する歯科医療従事者の派遣 １２医療機関

事業の達成 ○ 平成２６年度においては、次の事業を実施した。

状 況 ・ 糖尿病と歯周病に関わる医科歯科連携推進委員会の開催（1回）

・ 糖尿病と歯周病に関わる患者教育入院カリキュラム作成ワーキ

ンググループの開催（2回）

・ 糖尿病と歯周病に関わる患者教育協力歯科医療従事者養成研修

の開催（1回）

・ 糖尿病と歯周病に関わる医療従事者研修の開催（1回）

・ 歯科保健教育を実施する歯科医療従事者を６医療機関へ派遣

○ 平成２７年度

・患者教育協力歯科医療従事者養成研修 ３回開催（延べ２５９人）

・糖尿病医療に関わる医療従事者研修 １回開催（延べ ７２人）

・歯科保健教育を実施する歯科医療従事者の派遣 ６医療機関

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 多職種から構成される委員会及びワーキンググループの設置、開催

を通じて、医科歯科連携による糖尿病患者の支援体制の整備が図られ

始めた。また、テーマと対象者を明確にした研修の開催により、歯科

医療従事者と糖尿病患者に関わる医療従事者とが相互に理解を深める

ことができた。

【事業の効率性】
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事業の執行にあたっては、委員会を通じて糖尿病と歯周病の関連に

ついて専門的知識を有する人材とのネットワークを最大限に活用し、

スムーズな研修の企画・運営を図ることができた。

そ の 他 Ｈ２６年度： ２，３００千円

Ｈ２７年度： ２６０千円 計 ２，５６０千円
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事業の区分 ③医療従事者の確保に関する事業

事 業 名 女性医師等就労環境改善緊急対策事業 総事業費 131,295千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２９年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 【H26】【H27】

○ 女性医師等の就労環境改善 [１１医療機関]

【H28】

○ 相談窓口の設置 ４か所 （相談件数 ２０７件）

○ 復職研修の実施 ２医療機関（復職医師 １３人）

○ 短時間正規雇用の導入 ２医療機関（対象医師 ２人）

○ 病児・病後児保育の実施 ５医療機関

事業の達成 ○ 平成２６年度においては、女性医師等の就労環境改善として、

状 況 病児・病後児保育事業などを実施した１１医療機関に支援した。

○ 平成２７年度においては、女性医師等の就労環境改善として、

病児・病後児保育事業などを実施した８医療機関に支援した。

○ 平成２８年度

・相談窓口の設置 ４か所 （相談件数 ２１３件）

・復職研修の実施 ２医療機関（復職医師 ５人）

・短時間正規雇用の導入 ３医療機関（対象医師 ４人）

・病児・病後児保育の実施 ４医療機関

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 病児・病後児保育室等の運営や夜間当直免除に係る代替医師確保な

どの事業実施により、女性医師等育児中の医師が安心して就労できる

環境の整備が促進された。

【事業の効率性】

各種説明会や会議など様々な機会を通じて本事業の周知を行うこと

で、医療機関における本事業の認知度が高まり、事業計画の提出や補

助金の交付申請等の事務手続きに関して、効率的な執行が図られた。

そ の 他 Ｈ２６年度： ２９，３７４千円

Ｈ２７年度： ２１，９７２千円
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Ｈ２８年度： ９，９２４千円

（事業再編：女性医師等就労支援事業）

計 ６１，２７０千円
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事業の区分 ③医療従事者の確保に関する事業

事 業 名 子どもをもつ医師の就労環境整備事業 総事業費 52,898千円

短時間正規雇用支援事業

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ 平成２６年度、２７年度

・相談窓口の設置 ４か所

・復職研修の実施 【H26】１医療機関 【H27】２医療機関

・短時間正規雇用の導入 [２医療機関

事業の達成 ○ 平成２６年度、２７年度

状 況 ・相談窓口の設置 【H26】４か所 【H27】４か所

・復職研修の実施 【H26】２医療機関 【H27】２医療機関

・短時間正規雇用 【H26】１医療機関 【H27】２医療機関

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 離職後の再就業に不安を抱える女性医師に対し、相談窓口の設置及

び復職のための研修受入を行うことにより、女性医師等の離職防止や

再就業が促進された。

【事業の効率性】

女性医師が多く勤務する各大学病院や、大学病院以外で勤務する女

性医師を広くカバーできる北海道医師会において事業を実施すること

により、効果的・効率的な事業の実施が図られた。

そ の 他 Ｈ２６年度： １２，７８０千円

Ｈ２７年度： １０，３８４千円 計 ２３，１６４千円
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事業の区分 ③医療従事者の確保に関する事業

事 業 名 地域薬剤師確保推進事業 総事業費 7,153千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ 平成２６年度

・職業斡旋薬剤師数 ５人

・薬剤師派遣日数 ６３日

○ 平成２７年度

・未就業薬剤師の復職支援プログラム実施医療機関等 １０施設

事業の達成 ○ 平成２６年度

状 況 ・職業斡旋薬剤師数は０人

・薬剤師派遣日数は、９６日（病院１、薬局２）

○ 平成２７年度

・未就業薬剤師の復職支援プログラム実施医療機関等 １施設

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 薬剤師の確保が困難な地域の医療機関や薬局等へ薬剤師を派遣する

ことにより、在宅医療や入院患者に対する服薬管理指導が促進され、

地域包括ケア体制の拠点整備が進み始めた。

【事業の効率性】

北海道全体で公平中立な立場により、地域の病院や薬局と、求職す

る薬剤師のマッチングを行う場を設けたことにより、薬剤師確保につ

いて効率的に推進することができた。

そ の 他 Ｈ２６年度： ５，８７５千円

Ｈ２７年度： １，２７８千円 計 ７，１５３千円
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事業の区分 ③医療従事者の確保に関する事業

事 業 名 新人看護職員臨床実践能力向上研修支援事業 総事業費 184,332千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ 新人看護職員の臨床実践能力向上と早期離職の防止を図り、看護

職員の就業定着、確保

・支援施設数 【H26】１６５施設 【H27】１４７施設

・研修責任者等研修の実施 【H27】６回

事業の達成 ○ 新人看護職員の臨床実践能力向上と早期離職防止を図るため、支

状 況 援を行った。

［Ｈ２６年度］

・ 新人看護職員の臨床実践能力向上と早期離職防止を図るた

め、１４１施設に対し支援

・ 新人助産師を対象とした合同研修を実施するとともに、新人

看護職員研修を効果的に実施できるよう、研修責任者や教育担

当者等に対する研修を実施

［Ｈ２７年度］

・支援施設数 １４７施設

・新人看護職員研修教育担当者（研修責任者）等研修

４回 ２２８人受講

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 本事業の実施により、新人看護職員の臨床実践能力が向上したとと

もに、早期離職の防止に繋がった。

【事業の効率性】

年度当初に教育担当者の研修を実施することにより、各医療機関に

おいて実施する新人研修がより効果的行われ、効率的な研修の実施が

できた。

そ の 他 Ｈ２６年度： ８４，０２０千円

Ｈ２７年度： １０，４０７千円 計 ９４，４２７千円
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事業の区分 ③医療従事者の確保に関する事業

事 業 名 看護職員等研修事業 総事業費 24,596千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ 専任教員と実習指導者の確保と資質の向上を目標とする。

・看護教員養成講習会 １回 ４０名

・実習指導者講習会 ２回 １６０名

事業の達成 ○ 平成２６年度においては、看護教員養成講習会を１回実施し３１

状 況 名が受講、実習指導者講習会については、２回実施し、１５７名が

受講した。

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 本事業の実施により、看護師等養成所の専任教員及び実習指導者の

確保が図られるとともに、看護基礎教育の向上に繋がった。

【事業の効率性】

受講者から一部負担金を徴収し受益者負担を求めることにより、事

業費の効率的な執行を行った。

そ の 他 Ｈ２６年度： １３，０４７千円
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事業の区分 ③医療従事者の確保に関する事業

事 業 名 専門分野看護師育成事業 総事業費 11,430千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ がん及び糖尿病の患者に対する看護ケアの充実のため、臨床実践能力の

高い看護師の育成強化を推進するための実務研修を実施し、看護職員の資

質向上を図る。

・がん研修 １回（１５日間） 参加者 ２０人

・糖尿病研修 【H26】１回（２８日間） 参加者 ６人

【H27】１回（１４日間） 参加者 １２人

○ 特定の看護分野において、水準の高い看護を実践できる認定看護師の育

成を促進する。

・皮膚・排泄ケアコース １回（６ヶ月間程度） 受講者 ２０人

・感染管理コース １回（６ヶ月間程度） 受講者 ２０人

・認知症看護コース １回（６ヶ月間程度） 受講者 ２０人

事業の達成 ○ 平成２６年度においては、次のとおり実施した。

状 況 ・がん研修 １回（１５日間） 参加者 ２２人

・糖尿病研修 １回（２８日間） 参加者 ２人

・皮膚・排泄ケアコース １回（８ヶ月間） 受講者 １６人

・感染管理コース １回（８ヶ月間） 受講者 ２０人

・認知症看護コース １回（８ヶ月間） 受講者 １７人

○ 平成２７年度においては、次のとおり実施した。

・がん研修 １回（１５日間） 参加者 １６人

・糖尿病研修 １回（１４日間） 参加者 １０人

・皮膚・排泄ケアコース １回（８ヶ月間） 受講者 １０人

・感染管理コース １回（８ヶ月間） 受講者 １５人

・認知症看護コース １回（８ヶ月間） 受講者 １８人

事業の有効 【事業の有効性、効率性】

性・効率性 ○ がんや糖尿病看護に携わる看護師の臨床能力を含めた看護職員の資質の向

上が図られ、また、認定看護師の育成が促進され、高い水準の看護実践がで

きる看護師を道内に送り出している。

○ 研修修了後会議における研修受け入れ施設との情報共有等により、改善方

策等を明らかにし、北海道における専門性の高い看護師の育成を促進する研

修を行う教育機関を支援することにより効率的な執行ができた。
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そ の 他 Ｈ２６年度： ８，８７０千円

Ｈ２７年度： ２，５６０千円 計 １１，４３０千円



- 49 -

事業の区分 ③医療従事者の確保に関する事業

事 業 名 助産師外来実践能力向上研修支援事業 総事業費 1,801千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ 助産師外来に従事している又は従事予定の助産師の助産師外来開

設準備や実践に必要な知識・技術の習得

○ 産科医師等との協働関係を促進することによる助産師外来の体制

整備やサービスの質の向上

・Ｈ２５年度（８日間、12名出席）→Ｈ２６年度（８日間、20名出席）

・Ｈ２５年度（全て札幌開催） →Ｈ２６年度（一部地方で開催）

事業の達成 ○ 平成２６年度においては、札幌市内で８日間開催し、１４名が研

状 況 修を受講した。

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 助産師外来や医療機関で働く助産師が、妊婦のニーズを捉え、対象

者の気持ちに添った保健指導が行えるための講義や演習を行うことに

より保健指導技術の向上を図ることができた。

【事業の効率性】

研修の開催と共に報告会を行うことにより、助産師外来開設に向け

た意識向上やネットワークづくりを推進している。

そ の 他 Ｈ２６年度： １，８０１千円
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事業の区分 ③医療従事者の確保に関する事業

事 業 名 がん後遺症対策事業 総事業費 2,200千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 【H26】【H27】

○ 平成２９年度までに３２０名の受講（４０人×２回×４年）

事業の達成 ○ 平成２６年度においては、医療従事者研修を１００名（札幌市

状 況 ６０名、旭川市４０名）が受講した。

○ 平成２７年度においては、医療従事者研修を４４名（札幌市２７

名、旭川市１７名）が受講した。

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 がんの治療に係る後遺症であるリンパ浮腫の重症化予防やセルフケ

アの技能向上を図るための研修会を開催し、医療従事者の技能向上が

図られ、リンパ浮腫患者が地域で安心してケアを受けることのできる

体制の整備が整い始めた。

【事業の効率性】

２回の研修会を二日連続して実施したことにより、効率的な執行が

できた。

そ の 他 Ｈ２６年度： １，６３１千円

Ｈ２７年度： ５６９千円 計 ２，２００千円
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事業の区分 ③医療従事者の確保に関する事業

事 業 名 看護職員等養成事業 総事業費 526,314千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ 平成２６年度

看護師等養成所の教育内容の強化及び充実を行うことによる養成

力の拡充、即戦力となる看護師等の充足

・支援施設数 ３６施設

○ 平成２７年度

看 護 師［３年課程］ ２１施設（１学年定員 １，０３０人）

看 護 師［２年課程］ ６施設（１学年定員 ２９０人）

准看護師 ９施設（１学年定員 ４１８人）

事業の達成 ○ 平成２６年度においては、公的・民間の看護師等養成施設３３施

状 況 設に対し、運営費の支援を行った。

○ 平成２７年度

看 護 師［３年課程］ １８施設（１学年定員 ８５０人）

看 護 師［２年課程］ ６施設（１学年定員 ２９０人）

准看護師 ９施設（１学年定員 ４１８人）

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 本事業の実施により、看護師等養成所の安定的な運営が図られ、北

海道内の看護職員の確保に繋がった。

【事業の効率性】

養成所の学生数に応じ調整率を設け、施設規模に応じた支援を行う

ことにより、効率的な事業実施となった。

そ の 他 Ｈ２６年度： ４３８，１５８千円

Ｈ２７年度： ８８，１５６千円 計 ５２６，３１４千円
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事業の区分 ③医療従事者の確保に関する事業

事 業 名 看護師等養成所養成力向上支援事業 総事業費 32,000千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２９年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ より実践的で質の高い看護職員を養成し、医療現場等において、

即戦力となり得る看護職員を確保

【H26】支援施設数 １０施設

【H27】【H28】支援施設数 １８施設

事業の達成 ○ 看護師等養成所に対し支援を実施し、看護師等養成所の養成力の

状 況 向上を図った。

《平成２６年度》

３施設に対して支援を実施

《平成２７年度》

１０施設に対して支援を実施

《平成２８年度》

１６施設に対して支援を実施

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 本事業の実施により、看護師等養成所の養成力の向上が図られ、よ

り質の高い看護職員の養成・確保に繋がった。

【事業の効率性】

支援対象をシミュレーター等の手技技術向上に資する機器に限定す

ることより、より実践的な技術の習得に繋がり、効果的・効率的な事

業実施となった。

そ の 他 Ｈ２６年度： ３，７９０千円

Ｈ２７年度： ２，９８７千円

Ｈ２８年度： ９，２２３千円 計 １６，０００千円
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事業の区分 ③医療従事者の確保に関する事業

事 業 名 看護師等養成所整備事業 総事業費 172,732千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 【H26】【H27】

○ 看護師等養成所の設置を促し、道内の看護職員を充足

・整備施設数 ２施設

事業の達成 ○ Ｈ２６～２７年度において、看護師等養成所２施設の施設整備に

状 況 対し支援を行った。

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 看護師等養成所の定員増が図られ、北海道内の看護職員の確保に繋

がった。

【事業の効率性】

事業主負担を１／２求めることにより、効率的な事業実施となった。

そ の 他 Ｈ２６年度： ３，０７８千円

Ｈ２７年度： １９，５４２千円 計 ２２，６２０千円



- 54 -

事業の区分 ③医療従事者の確保に関する事業

事 業 名 多様な勤務形態導入支援事業 総事業費 29,770千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～令和４年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ 看護職員の離職率の低下及び未就業看護職員の復職率向上

・支援施設数 【H26】13施設 【H27】4施設 【H28】4施設

【H29】 6施設 【H30】6施設 【R1】 6施設

【R2】 6施設 【R3】６施設

事業の達成 ○ 平成２６年度においては、短時間正職員制度を導入した３施設に

状 況 対し支援を行った。

○ 平成２７年度においては、短時間正職員制度を導入した２施設に

対し支援を行った。

○ 平成２９年度においては、短時間正職員制度を導入した１施設に

対し支援を行った。

※H28、H30、R1、R2、R3は実績なし

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 本事業の実施により、短時間正職員制度など多様な勤務形態の導入

が促進され、勤務環境の改善や離職防止、再就業の促進に繋がった。

【事業の効率性】

制度導入の初年度のみを支援の対象とし、制度導入後は自主的に継

続することとしたため、効率的な執行ができた。

そ の 他 Ｈ２６年度： ３，４３５千円 Ｈ３０～Ｒ３年度 ０千円

Ｈ２７年度： ２，２９０千円

Ｈ２９年度： １，１４５千円 計 ６，８７０千円
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事業の区分 ③医療従事者の確保に関する事業

事 業 名 歯科技工士人材育成・設備整備事業 総事業費 15,882千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ 歯科医療の高度化に対応できる歯科技工士教育の充実及び労働環

境の改善

事業の達成 ○ 平成２６年度においては、道内の歯科技工士養成所に歯科用ＣＡ

状 況 Ｄ／ＣＡＭシステムを２カ所整備するとともに、ＣＡＤ／ＣＡＭ冠

に関わる歯科技工士養成研修を１回開催し１０名が受講した。

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 道内の歯科技工士養成所に歯科用CAD/CAMシステムを整備すること

により歯科医療の高度化に対応する人材を養成するとともに、道内の

歯科技工所等が求める高度な歯科技工に対応することで、今後、若年

層の雇用の安定を図ることができる。

道内で就業している歯科技工士が、CAD/CAM冠に関わる研修会を受

講したことにより、道内における高度化に対応できる質の高い人材が

育成され、歯科技工士の作業効率の向上、過重負担の軽減等の労働環

境の改善が促進した。

【事業の効率性】

道内全体において、歯科技工士養成校に最先端機器を一律に整備す

ることで効率的に歯科技工士の教育環境が整った。

研修を大学病院で行ったことから、より実践的で効果的な研修が実

施できた。

そ の 他 Ｈ２６年度： ８，０３６千円
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事業の区分 ③医療従事者の確保に関する事業

事 業 名 医療勤務環境改善支援センター運営事業 総事業費 5,000千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ 平成２６年度

医療機関における勤務環境改善の促進

・医療勤務環境改善支援センター設置

・「勤務環境改善マネジメントシステム導入の手引き」を周知す

る研修会の開催（３ヵ所）

○ 平成２７年度

医療機関における勤務環境改善の促進

・シンポジウム開催（１回） ・研修会開催（８回）

・相談対応（月平均２２件） ・勤務環境改善計画策定医療機関数（５件）

・医療機関取組状況等調査（対象：道内全病院・診療所）

事業の達成 ○ 平成２６年度においては、道庁内に「北海道医療勤務環境改善支

状 況 援センター」を設置するとともに、「勤務環境改善マネジメントシ

ステム」の周知を図るための研修会（３ヵ所）及びシンポジウム（１

ヵ所）を開催し、約１９０名が参加した。

○ 平成２７年度は、次の事業を行い医療機関における勤務環境改善

の促進を図った。

・シンポジウム開催（１回）

・研修会開催（５回）

・相談対応（年間４２件）

・勤務環境改善計画策定医療機関数（４件）

・医療機関取組状況等調査（平成２７年１０月実施）

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 センターへの相談や勤務環境改善アクションプラン策定に向けて、

医療機関向けの研修から開始することが有効と判断し、制度の周知と

グループワークを組み合わせたプログラムを実施した。

【事業の効率性】

講師の移動の負担を軽減するため、一度に複数回研修を開催し、効

率的なスケジュールにするとともに、経費の節減を図った。

※講師は、国の雇用の質向上プロジェクト参画委員等を招へい。
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そ の 他 ○ 研修においては、参加者を職種の偏りがない４～５人のグループに分け、８グ

ループ40名程度のコンパクトな規模としたことで、講師からすべてのグループに

目配せでき、進捗度合に応じてアドバイスすることができたとの評価を得られた。

Ｈ２６年度： １，９８９千円

Ｈ２７年度： ３，０１１千円 計 ５，０００千円
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事業の区分 ③医療従事者の確保に関する事業

事 業 名 医師事務作業補助者導入支援事業 総事業費 7,500千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ 医師事務作業補助者の配置

【H26】１０人程度 【H27】２７人

事業の達成 ○ 平成２６年度においては、新たに医師事務作業補助者を配置した

状 況 ３病院（補助者５人）に対し支援した。

○ 平成２７年度においては、平成２６年度から継続の２病院（補助

者３名）と新たに医師事務作業補助者を配置した６病院（補助者９

人）に対し支援した。

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 「医師事務作業補助体制加算」の主な届出対象である救急医療機関

以外の医療機関においても、医師の業務負担の軽減を図る必要がある

ことから、当該加算を算定困難な医療機関を対象とし、すべての医療

機関で医師事務作業補助者の配置が促進される事業とした。（ただし、

補助期間は最長２４ヵ月までに限定）

【事業の効率性】

基本的な補助要件は、「医師事務作業補助体制加算」の施設基準を

準用したが、多くの医療機関で補助者の配置を促進する観点から、研

修時間・勤務時間等の要件を緩和して運用することとした。

そ の 他 Ｈ２６年度： ２，３７６千円

Ｈ２７年度： １，３７４千円 計 ３，７５０千円
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事業の区分 ③医療従事者の確保に関する事業

事 業 名 看護職員就労対策事業（院内保育） 総事業費 709,790千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～令和３年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ 看護職員などの医療機関に勤務する職員が、働きながらでも子育

てしやすい環境作りを促進することによる看護職員の就業確保と定

着

【H26】支援施設数 １６１施設

【H27】支援施設数 １５５施設

【R2】 支援施設数 １６８施設

事業の達成 ○ 病院内保育所に対して運営費の支援を行った。

状 況 ・Ｈ２６年度 １５２施設

・Ｈ２７年度 １５５施設

・Ｒ２年度 １４０施設

事業の有効 【事業の有効性】

性・効率性 本事業の実施により、病院内保育所の安定的な運営が図られ、子ど

もをもつ看護職員等の就業定着や再就業に繋がった。

【事業の効率性】

各医療機関の決算状況に応じ調整率を設け、負担能力に応じた支援

を行うことにより、効率的な事業実施となった。

そ の 他 Ｈ２６年度： ３８３，１９２千円

Ｈ２７年度： ８８，００１千円

Ｒ２年度 ： １０７千円 計 ４７１，３００千円



　　項目 　　　　H26年度 　　　　H27年度　　　　　　

  相談件数  8,284件（1日平均22.7件）   10,214件（1日平均27.9件）

    年齢           3歳未満：65.6％             3歳未満：64.2％

   時間帯      19時～20時台：61.1％        19時～20時台：54.8％

  相談内容              発熱：30.2％

       外傷・熱傷：15.1％

              嘔吐：8.8％

               発熱：34.3％

         外傷・熱傷：15.0％

               嘔吐：12.4％
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事業の区分 ③医療従事者の確保に関する事業

事 業 名 小児救急電話相談事業 総事業費 12,318千円

事業対象の 南渡島、南檜山、北渡島檜山、札幌、後志、南空知、中空知、北空知、

医療介護総 西胆振、東胆振、日高、上川中部、上川北部、富良野、留萌、宗谷、

合確保区域 北網、遠紋、十勝、釧路、根室

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日

□ 継続 ／ ☑ 終了

事業の目標 ○ 平成２６年度

夜間における子どもの急な病気やけがなどの際の親の育児不安軽

減や、軽症の小児患者の時間外受診の抑制

・相 談 日：毎日

・相談時間：１９～２３時

○ 平成２７年度

二次・三次救急医療機関への軽症患者集中の緩和及び小児科医師

の負担軽減、診療を受ける必要のない患者・保護者の受診負担軽減

・小児人口に対する電話相談件数の割合（％）

（電話相談件数÷小児人口（15歳未満））

※小児人口＝住民基本台帳人口1月1日現在

・小児救急電話相談件数割合前年度から０．０５％増の１．３５％

事業の達成

状 況

※平成27年12月25日から深夜帯(23時～翌朝8時)まで事業拡充。

○ 平成２７年度

平成２７年度小児救急電話相談件数割合：１．６３％

事業の有効 （１）事業の有効性

性・効率性 ・ 365日運営することで、子どもをもつ親の育児不安を軽減し、

安心して子育てができる環境の整備が図られ、コンビニ受診の

軽減等が期待される。
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・ 平成２７年度１２月から、深夜帯（23時から翌朝8時）まで

事業を拡充し、道内の小児救急医療体制の中でも重要な役割を

担っている。

（２）事業の効率性

深夜帯を委託にすることにより、効率的な運営が行われている。

そ の 他 Ｈ２６年度： １１，９９０千円

Ｈ２７年度： ３２８千円 計 １２，３１８千円


